
第28期 定時株主総会招集ご通知
開催情報

日 時 2023年３月24日（金曜日）午前10時
（受付開始：午前９時30分）

場 所 三重県四日市市安島二丁目５番３号
四日市市文化会館　　第３ホール
（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
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（発送日）　2023年３月９日

（電子提供措置開始日）　2023年３月３日
三重県四日市市日永二丁目３番３号

アップルインターナショナル株式会社
代表取締役会長兼社長 久保　和喜

　https://d.sokai.jp/2788/teiji/

第28期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第28期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置
をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアク
セスの上、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

【当社ウェブサイト】
　https://www.apple-international.com/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株式情報」「株主総会」を順に選択いただ
き、ご確認ください。）

【株主総会資料 掲載ウェブサイト】

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「アップルインターナショナル」又は「コ
ード」に当社証券コード「２７８８」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧
書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、極力インターネット又は書面
（郵送）により事前の議決権行使をいただくようお願い申し上げます。
　つきましては、「株主総会参考書類」をご高覧くださいまして、2023年３月23日（木曜日）営業時間の終了時
（午後６時）までに議決権を行使していただきたくお願い申し上げます。
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■1 　日　　時 2023年３月24日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
■2 　場　　所 三重県四日市市安島二丁目５番３号

四日市市文化会館　第３ホール
（開催場所が例年と異なっておりますので、末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照いただき
お間違えのないようお願い申し上げます。）

■3 　目的事項 報告事項 １. 第28期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告の内容、
連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第28期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）計算書類の内容報告の件
決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件

第２号議案　取締役６名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件
第４号議案　補欠監査役１名選任の件

■4 　招集にあたっての決定
事項

　（議決権行使について
のご案内）

①　書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表
示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
②　インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効
なものとしてお取り扱いいたします。
③　インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わ
ず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
④　代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株
主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了
承ください。
⑤　議決権の不統一行使をされる場合は、株主総会の日の３日前までに議決権の不統一行使を行う
旨とその理由を書面により当社にご通知ください。

［インターネットによる議決権行使の場合］
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスしていただき、本招集ご通知と
あわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用の上、画面の
案内にしたがって、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力ください。
インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネット等による議決権行使のご案内」をご確認
くださいますようお願い申し上げます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返送ください。

敬　具
記
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■5 　インターネット開示に
関する事項

電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
会社法改正により、電子提供措置事項について上記の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認いた
だくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りすること
となりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事
項を記載した書面をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づ 
き、お送りする書面には記載しておりません。
　①事業報告の「新株予約権等の状況」「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

の概要」
　②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
　③計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

従いまして、本招集ご通知の当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は会計
監査人及び監査役が会計監査報告又は監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、連結計算
書類及び計算書類の一部であります。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、
資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。

◎本総会の決議結果につきましては、決議通知のご送付に代えて、下記当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

当社ウェブサイト（https://www.apple-international.com）
　

以　上

新型コロナウイルス感染予防に関するお知らせ

　株主の皆様の新型コロナウイルス感染リスクを避けるため、可能な限りインターネット又は書面（郵送）による議決権の行使

をお願い申し上げます。

　本株主総会にご出席される株主様は、株主総会開催日現在の感染状況やご自身の体調をお確かめのうえ、マスク着用などの感

染予防にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申し上げます。特に、ご高齢の方、持病をお持ちの方、妊娠されている方

は、ご出席について十分にご検討をお願い申し上げます。

　会場の当社スタッフは、体調を確認のうえ、マスク着用で対応いたします。会場内には株主様のための消毒液を設置いたしま

す。また、ご来場の株主様で体調不良と見受けられる方には、当社スタッフがお声掛けをして入場をお控えいただくことがござ

います。その他にも感染予防の措置を講じる場合がございますので、ご理解並びにご協力をお願い申し上げます。

　当日は、座席の間隔を広げることから、ご用意できる座席が例年より大幅に減少いたします。そのため、当日ご来場いただい

ても入場をお断りする場合がございます。予めご了承いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。

　今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、下記ウェブサイトにてお知らせいたします。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げま
す。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次ページの案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年３月24日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前9時30分）

2023年３月23日（木曜日）
午後６時00分到着分まで

2023年３月23日（木曜日）
午後６時00分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１、３、４号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたしま
す。
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インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/ 　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
0120-768-524

（受付時間　年末年始を除く9：00～21：00）
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第１号議案 剰余金の処分の件

１．配当財産の種類 金銭

２．株主に対する配当財産の割当てに
関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき　　　５円
総額　　　　　　　　64,605,620円

３．剰余金の配当が効力を生じる日 2023年３月27日

株主総会参考書類

当社は経営基盤の強化を図りながら、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しております。安定的な
配当の継続・維持に留意するとともに、事業計画、財政状態、各期の業績、株主資本利益率及び配当性向等を総合的
に勘案した上、利益還元に努めることを基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、上記方針に基づき、株主の皆様への還元強化を図るため、以下のとおりとさせて

いただきたく存じます。
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第２号議案 取締役６名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位及び担当等

1 く

久
ぼ

保
 

　
よ し

和
の ぶ

喜 代表取締役会長兼社長
営業本部長 再 任

　

2 こ

小
ばやし

林
 

　
せ い

正
じ

示 代表取締役 再 任
　

3 な が

長
つ か

塚
 

　
ひ で

秀
あ き

明 取締役経営企画部長 再 任
　

4 こ

小
ばやし

林
 

　
え い

恵
い ち

一 取締役 再 任
　

５ く ら

倉
も と

本
 

　
や す

康
ひ ろ

宏 執行役員営業副本部長 新 任
　

６ に し

西
だ

田
 

　
よ し

宜
ま さ

正 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

再 任
　
再任取締役候補者 新 任

　
新任取締役候補者 社 外

　
社外取締役候補者 独 立

　
証券取引所の定めに基づく独立役員

　取締役５名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、経営機構改革を実施し、コーポレート・ガバナンスの強化を図るため１名増員し、取締役６名の選
任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

１
　

く

久
ぼ

保
 

　
よ し

和
の ぶ

喜
（1959年６月14日）

    1983年    12月 住友電装株式会社入社
    1995年    1 月 カーコンサルタントメイプル株式会社

代表取締役社長
    1996年    1 月 当社設立　当社代表取締役
    2001年    1 月 カーコンサルタントメイプル株式会社

代表取締役会長
    2005年    3 月 同社代表取締役会長兼社長
    2007年    4 月 AppleAutoAuction(Thailand)Co.,Ltd. 

DIRECTOR(現任)
    2008年    12月 当社取締役会長

アップルオートネットワーク株式会社取締役会長
    2013年    1 月 当社代表取締役会長兼社長
    2017年    1 月 アップルオートネットワーク株式会社

代表取締役会長(現任)
    2020年    2 月 当社代表取締役会長兼社長営業本部長（現任）

4,002,000株

［重要な兼職の状況］
　アップルオートネットワーク株式会社　代表取締役会長
　Apple Auto Auction(Thailand)Co.,Ltd. DIRECTOR

［2022年度取締役会出席状況］
　100％（10回／10回）

［取締役候補者とした理由］
　当社創業者である久保和喜氏は、代表取締役社長として高いビジョンを持ち、強いリーダーシップで当社グループ
全体を取りまとめ、企業価値向上に尽力してまいりました。また中古車販売業界全体の発展も常に意識するなど、ビ
ジネスバランスに優れた経営者であります。
　当社グループの更なる成長と企業価値の向上のため、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

２
　

こ

小
ばやし

林
 

　
せ い

正
じ

示
（1961年１月17日）

    1988年    6 月 トヨタカローラ三重株式会社入社
    1996年    1 月 当社入社
    2002年    1 月 当社取締役
    2009年    4 月 APハイブリッド株式会社代表取締役（現任）
    2012年    3 月 当社取締役
    2013年    1 月 当社取締役営業本部長
    2013年    3 月 当社代表取締役営業本部長
    2019年    3 月 当社代表取締役（現任）

2021年11月 有限会社ホンダショップヒナガ代表取締役（現任）
30,000株

［重要な兼職の状況］
　ＡＰハイブリッド株式会社　代表取締役
　有限会社ホンダショップヒナガ　代表取締役

［2022年度取締役会出席状況］
　100％（10回／10回）

［取締役候補者とした理由］
　小林正示氏は、長年、中古車業界で営業の最前線で指揮を執っており、経営者として豊富な経験を持ち、取締役就
任後は当社グループの成長を支える上で必要な事業の基盤づくりに取り組んでまいりました。
　当社グループの更なる成長と企業価値の向上のため、取締役候補者といたしました。

9
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

3
　

な が

長
つ か

塚
 

　
ひ で

秀
あ き

明
（1973年８月26日）

    1997年    4 月 ジャック・ホールディングス株式会社
（現株式会社カーチスホールディングス）入社

    2004年    6 月 株式会社VTキャピタル
　　　　　　 （現VTホールディングス株式会社）入社
    2005年    1 月 アップルオートネットワーク株式会社入社
    2010年    3 月 同社取締役
    2013年    3 月 当社取締役
    2015年    3 月 アップルオートネットワーク株式会社常務取締役
    2017年    3 月 同社代表取締役社長（現任）
    2019年    4 月 Apple Auto Auction(Thailand)Co.,Ltd. 

DIRECTOR
    2020年    2 月 当社取締役経営企画部長（現任）

2021年11月 有限会社ホンダショップヒナガ取締役（現任）

―

［重要な兼職の状況］
　アップルオートネットワーク株式会社　代表取締役社長
　有限会社ホンダショップヒナガ　取締役

［2022年度取締役会出席状況］
　100％（10回／10回）

［取締役候補者とした理由］
　長塚秀明氏は略歴のとおり、長年中古車業界の最前線で指揮を執っており、取締役就任後は当社グループの成長を
支える上で必要な事業の基盤づくりに取り組んでまいりました。

　当社グループの更なる成長と企業価値の向上のため、取締役候補者といたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

4
　

こ

小
ばやし

林
 

　
え い

恵
い ち

一
（1949年９月26日）

    1972年    4 月 トヨタオート三重株式会社（現ネッツトヨタ三重株
式会社）入社

    2012年    6 月 ネッツトヨタ三重株式会社退社
    2013年    2 月 当社入社
    2019年    1 月 当社営業本部長
    2019年    3 月 当社取締役営業本部長
    2020年    2 月 当社取締役(現任）

200株

［2022年度取締役会出席状況］
　100％（10回／10回）

［取締役候補者とした理由］
　小林恵一氏は、自動車業界に長年にわたり携われており、その幅広く豊富な経験と見識を、当社の経営に活かして
いただきたく、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

新 任

５
　

く ら

倉
も と

本
 

　
や す

康
ひ ろ

宏
（1975年２月15日）

1998年    4 月 ジャック・ホールディングス株式会社
（現株式会社カーチスホールディングス）入社

2004年７月 株式会社VTキャピタル
　　　　　　 （現VTホールディングス株式会社）入社
2005年１月 アップルオートネットワーク株式会社入社
　　　　　　　直営事業部課長
2011年７月 同社直営事業部部長代理
2012年    5 月 同社直営事業部部長
2017年４月 同社執行役員直営事業部部長
2019年１月 当社執行役員営業副本部長（現任）
2020年４月 アップルオートネットワーク株式会社執行役員直営

事業部部長兼管理部部長
2021年３月 同社取締役直営事業部部長兼管理部部長
2023年１月 同社取締役経営企画室室長兼直営事業部部長兼管理

部部長（現任）

―

［重要な兼職の状況］
　アップルオートネットワーク株式会社　取締役経営企画室室長兼直
　営事業部部長兼管理部部長

［取締役候補者とした理由］
　倉本康宏氏は略歴のとおり、中古車業界に長年にわたり携われており、その幅広く豊富な経験と見識を、当社の経
営に活かしていただきたく、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

社 外

独 立

6

　

に し

西
だ

田
 

　
よ し

宜
ま さ

正
（1950年１月27日）

    1972年    4 月 株式会社第一勧業銀行（現株式会社みずほ銀行）
入行

    2002年    4 月 株式会社みずほ銀行常務執行役員
    2007年    6 月 株式会社オリエントコーポレーション取締役社長兼

社長執行役員
    2011年    6 月 同社取締役会長兼会長執行役員
    2016年    5 月 株式会社タカキュー社外取締役（現任）
    2016年    6 月 株式会社オリエントコーポレーション特別顧問
    2017年    3 月 当社社外取締役（現任）

―

［重要な兼職の状況］
　株式会社タカキュー　社外取締役
［2022年度取締役会出席状況］
　100％（10回／10回）

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要］
　西田宜正氏は、2017年3月に当社社外取締役に就任し、企業経営等に豊富な経験、実績、見識を有しており、社外
取締役として、当社の持続的な企業価値向上に向けて、株主・投資家目線から監督機能や助言に加え、経営陣の迅
速・果敢な意思決定への貢献が期待できる人物であると判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません
２．西田宜正氏は社外取締役候補者であります。
３．西田宜正氏は現在当社の社外取締役であります。社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって６年となり

ます。
４．当社と西田宜正氏とは、会社法第427条第１項及び当社の定款第29条の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項各号に定
める額としており、同氏の再任が承認された場合は同氏との間で当該契約を継続する予定であります。

５．当社は、西田宜正氏を、東京証券取引所の定める独立役員に指定しております。同氏の再任が承認された場合には、引
き続き独立役員として届け出る予定であります。

６．当社は、役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするとともに、有用な人材を迎えるこ
とがきるよう、役員全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契
約を締結しており、本議案が原案どおり承認され、取締役に就任した場合には、各候補者は当該保険契約の被保険者と
なります。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及
に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について塡補することとされています。但し、法令違反の行為
であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は塡補されないなど、一定の免責事由があります。保険料は特
約部分も含めて会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。当該保険契約には免責額の定
めを設けており、当該免責額までの損害については塡補の対象としないこととされています。なお、各候補者の任期途
中である2024年１月１日当該保険契約を更新する予定であります。
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第３号議案 監査役１名選任の件

氏名（生年月日） 略歴および当社における地位（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

社 外

独 立
　

まえ

前
だ

田
 

　
たけ

赳
と

人
（1936年３月24日）

1967年４月　　トヨタカローラ三重株式会社入社
1990年６月　　同社取締役
2000年４月　　トヨタビスタ三重株式会社入社
2004年３月　　当社監査役
2009年３月　　当社監査役辞任
2010年６月　　当社社外監査役（現任）
［2022年度取締役会の出席状況〕
　100％（10回／10回）
［2022年度監査役会の出席状況〕
　90％（10回／11回）

3,600株

［監査役候補者とした理由］
　前田赳人氏は、トヨタカローラ三重株式会社において取締役としての豊富な経営経験があり、経営者視点に立って
高い見識を有していることと、過去に当社の社外監査役として助言及び指摘など、当社がコンプライアンスを維持す
る上で高い実績を上げており、社外監査役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し候補者といたし
ました。

　監査役前田赳人氏は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役１名の選任をお願いした
いと存じます。
　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．前田赳人氏は現在当社の社外監査役であります。社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって12年９ヶ月

となります。
３．当社は、前田赳人氏との間で会社法第427条第１項及び当社の定款第39条の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定
める額としており、同氏の再任が承認された場合は。同氏との間で当該契約を継続する予定であります。

４．当社は、前田赳人氏を、東京証券取引所の定める独立役員に指定しております。同氏の再任が承認された場合には、引
き続き独立役員として届け出る予定であります。

５．当社は、役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするとともに、有用な人材を迎えるこ
とがきるよう、役員全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契
約を締結しており、本議案が原案どおり承認され、監査役に就任した場合には、候補者は当該保険契約の被保険者とな
ります。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及に
係る請求を受けることによって生ずることのある損害について塡補することとされています。但し、法令違反の行為で
あることを認識して行った行為に起因して生じた損害は塡補されないなど、一定の免責事由があります。保険料は特約
部分も含めて会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。当該保険契約には免責額の定め
を設けており、当該免責額までの損害については塡補の対象としないこととされています。なお、候補者の任期途中で
ある2024年１月１日当該保険契約を更新する予定であります。
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指名 役職 独立役員 企業経営 財務会計 グローバル
ビジネス 業界の知見 ガバナンス

リスク管理

久保　和喜 代表取締役
会長兼社長 〇 〇 〇 〇

小林　正示 代表取締役 〇 〇

長塚　秀明 取締役 〇 〇

小林　恵一 取締役 〇

倉本　康宏 取締役 〇

西田　宜正 社外取締役 ● 〇 〇 〇 〇

稲垣　幸夫 監査役 〇 〇

前田　赳人 社外監査役 ● 〇 〇 〇

大塚　静生 社外監査役 ● 〇 〇

（ご参考）スキルマトリックス
本総会終結時点の取締役及び監査役のスキルマトリックスは次のとおりであります。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件

氏名（生年月日） 略歴（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

み

三
や け

宅
 

　
や す

泰
し

司
（1942年11月１日）

    1961年    4 月 三重トヨペット株式会社入社
    1984年    5 月 サン・トヨタ三宅株式会社（現株式会社サンオート・三

宅）設立　同社代表取締役
    2016年    4 月 同社取締役会長（現任）

－

［補欠の社外監査役候補者とした理由］
　三宅泰司氏は、事業会社経営の知識経験を活かし、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、補欠の社外監
査役として、選任をお願いするものであります。

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いしたいと存じます。
　本決議の効力は次期定時株主総会開始の時までとなります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役の候補者は次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．三宅泰司氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３．社外監査役との責任限定契約について

当社は、三宅泰司氏が社外監査役に就任した場合は、会社法第427条第１項及び当社の定款第39条の規定に基づき、損
害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１
項各号に定める額としております。

４．当社は、役員が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするとともに、有用な人材を迎えるこ
とがきるよう、役員全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契
約を締結しており、本議案が原案どおり承認され、監査役に就任した場合には、候補者は当該保険契約の被保険者とな
ります。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及に
係る請求を受けることによって生ずることのある損害について塡補することとされています。但し、法令違反の行為で
あることを認識して行った行為に起因して生じた損害は塡補されないなど、一定の免責事由があります。保険料は特約
部分も含めて会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。当該保険契約には免責額の定め
を設けており、当該免責額までの損害については塡補の対象としないこととされています。なお、候補者の任期途中で
ある2024年１月１日当該保険契約を更新する予定であります。

以　上
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（ 2022年１月１日から2022年12月31日まで）
１ 企業集団の現況

事　 業　 報　 告

（１）当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及びその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による規制が徐々に緩和され、社会経済活
動も緩やかに持ち直しが見られましたが、急激な円安による為替相場の変動やロシア・ウクライナ情勢に起因す
る資源・エネルギーコスト等の高騰など、依然として先行き不透明な状況が続いております。特に自動車業界に
おいては、世界的な半導体の需給ひっ迫や部品の供給不足により、新車生産台数が落ち込み、国内中古車市場が
高止まりするなど、先行き不透明な状況が続きました。
　また、中古車業界におきましては、2022年１月から2022年12月までの国内中古車登録台数は3,495,305台
（前期比6.3％減）と前年を下回る結果となりました。(出典：一般社団法人日本自動車販売協会連合会統計デー
タ）一方、中古車輸出業界におきましては、2022年１月から2022年12月までの中古車輸出台数は1,235,660台
（前期比0.9％増）と前年を上回る結果となりました。(出典：日本中古車輸出協同組合データ）
　このような状況の中、当社グループは、従来と同様、自動車市場の拡大が見込まれる東南アジア諸国等を中心
に、多国間の貿易ルートを確保、高付加価値化を図ることにより自動車市場の流通の活性化と収益拡大に努めて
まいりました。
　上記の結果、売上高は29,222百万円（前期比56.6％増）、営業利益は1,458百万円（前期比350.9％増）、経
常利益は1,701百万円（前期比217.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,330百万円（前期比229.9％
増）となりました。
　なお、当社グループは、自動車販売関連事業の単一セグメントとしております。これに伴い、以下の各項目に
おいては、セグメント別の記載を省略しております。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は17百万円であり、その主なものは子会社のTVCM
作成による支出（13百万円）によるものであります。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度中の主な資金調達は、当社グループの所要資金として、金融機関から長期借入金及び短期借入
金による調達を実施しており、長期借入金の残高は3,320百万円（前期末は3,350百万円）、短期借入金の当期末
残高3,310百万円（前期末は2,510百万円）となりました。
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④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　重要な事業の譲受けはありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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区分 第25期
2019年12月期

第26期
2020年12月期

第27期
2021年12月期

第28期
2022年12月期

(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円) 17,648 19,564 18,663 29,222
経 常 利 益 (百万円) 287 501 536 1,701
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 (百万円) 158 328 403 1,330

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 11.42 23.72 29.12 99.31
総 資 産 (百万円) 10,853 13,374 14,201 15,957
純 資 産 (百万円) 6,163 6,461 6,837 7,950
１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 418.34 437.87 462.18 577.88

（２）財産及び損益の状況の推移

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。
２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度

は当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

（３）重要な親会社及び子会社の状況

名称 資本金
当社の

議決権比率
(％)

主な事業内容

アップルオートネットワーク株式会社 347,950千円 74.3 中古車の買取及びフランチャイズ
チ ェ ー ン 網 の 統 括 管 理

① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
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（４）対処すべき課題
　当社グループは、新車並びに中古車市場を含めた自動車流通市場における総合商社を目指し、事業領域並びに市場
エリアの拡大を事業戦略として掲げておりますが、この事業戦略を実現するため、以下の項目を当社グループの課題
として認識しております。

① 人材の確保と育成
　当社グループは、事業領域並びに市場エリアの拡大を図るため、自動車流通市場の動向を含め市場環境に対し
て迅速に対応するとともに顧客ニーズを的確に把握し得る優秀な人材を確保することに加え、継続的な社員教育
を推進していくことが重要であると認識しております。
　そのためには、定期的な採用活動を実行するとともに、ジョブローテーションの実施による組織の活性化、明
確な目標設定とその実現、さらには、業績と連動した各種インセンティブを含めた育成プランを導入し、従業員
のモチベーションアップを図る方針であります。

② 市場調査と情報の共有化
　事業領域並びに市場エリアの拡大を図るため、新規事業の企画立案に際し、事前に市場調査を実施し採算性の
検討を行っていくことが重要であると認識しております。
　そのためには、情報収集チャネルの拡大並びに情報の共有化を図るとともに、コーポレート・ガバナンスの体
制強化を通じて、的確かつ迅速な経営判断を図る方針であります。

③ 組織体制の整備
　当社グループは、拡大均衡政策を通じて、継続的に企業価値を高めていきたいと考えております。そのために
は、事業規模に見合った経営管理体制の充実が不可欠であり、優秀な人材の確保・育成とバランスのとれた組織
体制の整備に配慮し、持続的な成長を実現してまいります。

④ 内部統制の強化とコーポレート・ガバナンス
　当社グループは、経営の基本方針を実現するため、経営の健全性と効率性の向上を目指す経営管理体制の構築
により、コーポレート・ガバナンスの充実を図ることが重要な経営課題であると考えています。
　こうした課題の実現に向けて、責任ある経営管理体制の構築及び経営に対する監視・監査機能の強化並びに経
営の透明性の向上に努めてまいります。さらに、新規事業、海外事業に係る各種法的規制の遵守、個人情報の保
護・管理、不測の事態に適時適切に対応し得る体制を確立し、内部統制を強化する方針であります。
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⑤ 新型コロナウイルス感染症の対応
　2020年初頭からの新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大は、わが国において経済活動や消費者の消
費行動に大きな影響を与えております。
　このような状況のなか、当社グループは顧客及び従業員の安全確保に努めており、出勤もしくは入店時に検
温・体調確認、マスク着用、手洗いの励行など感染防止策の徹底を継続してまいります。
　また、ニューノーマル時代に適応した勤務体制や営業活動を推進し、新型コロナウイルス感染症拡大防止を前
提とした事業活動を展開いたします。

（５）主要な事業内容（2022年12月31日現在）

　当社グループは、東南アジアに向けた中古車の輸出販売事業、日本国内における中古車の買取・販売業、中古車買
取店フランチャイズチェーン網の統括管理を主な事業としております。

（６）主要な事業所（2022年12月31日現在）

名称 所在地
四日市本社 三重県四日市市
東京本社 東京都中央区

名称 所在地
アップルオートネットワーク株式会社 三重県四日市市

① 当社の主要拠点

② 重要な子会社の主要拠点
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（７）使用人の状況（2022年12月31日現在）

使用人数 前期末比増減
96（14）名 19名増（４名増）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
21（２）名 ５名増（１名増） 37.9歳 4.6年

① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員であり、兼務役員を含めておりません。臨時雇用者数（パートタイマーを含んでおりますが、派遣社員は含んでお
りません。）は、年間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

２. 当社グループは、「自動車販売関連事業」の単一セグメントのため、セグメント別の記載を省略しております。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含んでおりますが、派遣社員は含んでおりません。）は、年間の平均人員を
（　）内に外数で記載しております。

（８）主要な借入先の状況（2022年12月31日現在）

借入先 借入額（百万円）

株式会社りそな銀行 1,188
株式会社三十三銀行 825
株式会社三井住友銀行 800
株式会社愛知銀行 543

（９）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2 会社の現況 ＜御参考＞

その他の法人
4.8％

個人・その他
84.3％

外国法人等
3.1％

金融商品取引業者
6.5％

金融機関
1.3％

所有者別の株式保有比率

（１）株式の状況（2022年12月31日現在）

① 発行可能株式総数 21,600,000株
② 発行済株式の総数
③ 株主数
④ 大株主（上位10名）

13,851,400株
7,705名

　

株主名 持株数 持株比率
久保　和喜 4,002,000株 31.0％
内藤　征吾 412,000株 3.2％
上田八木短資株式会社 366,300株 2.8％
裏川　弘子 197,200株 1.5％
ＪＰモルガン証券株式会社 191,600株 1.5％
大塚　光二郎 189,400株 1.5％
株式会社ＳＢＩ証券 141,784株 1.1％
株式会社三四興産 120,000株 0.9％
極東証券株式会社 114,000株 0.9％
MSCO CUSTOMER SECURITIES 108,500株 0.8％

（注）１．当社は、自己株式を930,276株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しており、表示単位の端数を四捨五入して表示しております。
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① 取締役及び監査役の氏名等 （2022年12月31日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 兼 社 長 久 保 和 喜

営 業 本 部 長
ア ッ プ ル オ ー ト ネ ッ ト ワ ー ク ㈱
代 表 取 締 役 会 長
Apple Auto Auction(Thailand)Co.,Ltd.
D I R E C T O R

代 表 取 締 役 小 林 正 示

Ａ Ｐ ハ イ ブ リ ッ ド ㈱
代 表 取 締 役
㈲ ホ ン ダ シ ョ ッ プ ヒ ナ ガ
代 表 取 締 役

取 締 役 長 塚 秀 明

経 営 企 画 部 長
ア ッ プ ル オ ー ト ネ ッ ト ワ ー ク ㈱
代 表 取 締 役 社 長
㈲ ホ ン ダ シ ョ ッ プ ヒ ナ ガ
取 締 役

取 締 役 小 林 恵 一 ―

取 締 役 西 田 宜 正 ㈱ タ カ キ ュ ー
社 外 取 締 役

常 勤 監 査 役 稲 垣 幸 夫 カ ー コ ン サ ル タ ン ト メ イ プ ル ㈱
監 査 役

監 査 役 前 田 赳 人 ―

監 査 役 大 塚 静 生 ア ッ プ ル オ ー ト ネ ッ ト ワ ー ク ㈱
監 査 役

（２）会社役員の状況

（注）１．取締役西田宜正氏は、社外取締役であります。
２．監査役前田赳人及び大塚静生の両氏は、社外監査役であります。
３．当社は取締役西田宜正、監査役大塚静生及び前田赳人の三氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。
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役員区分
報酬等の

総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取 締 役
（社外取締役を除く） 88,300 71,850 16,450 － ５

監 査 役
（社外監査役を除く） 3,900 3,600 300 － １

社 外 取 締 役 3,900 3,600 300 － １

社 外 監 査 役 6,500 6,000 500 － ２

② 責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役１名、社外監査役２名は、会社法第427条第１項並びに当社の定款第29条及び第39条の規定
に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、会社法第425条第１項各号に定める額としております。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、取締役、監査役及び執行役員並びに子会社の役員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定
する役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結しております。保険料は特約部分も含め会社が全額負担してお
り、被保険者の実質的な負担はありません。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責
任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補すること
とされています。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないな
ど、一定の免責事由があります。

④ 取締役及び監査役の報酬等の額
１．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）上表には、2022年３月25日開催の第27期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名を含んでおります。

２．業績連動報酬等に関する事項
　役員賞与については、決算数値、会社への貢献等を総合的に勘案して決定しております。基準の明確化を図る
ため、連結の決算数値を指標の一つとして採用しております。なお、実績値は事業報告及び連結計算書類等に記
載のとおりであります。
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３．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　2017年３月24日開催の第22期定時株主総会決議において取締役報酬限度額を年額200,000千円以内（う
ち、社外取締役50,000千円以内。但し、使用人分給与は含めない。）と決議しております。当該定時株主総
会終結時点の取締役員数は７名（うち社外取締役は３名）です。
　また、2002年３月29日開催の第７期定時株主総会決議において監査役報酬限度額を年額20,000千円以内と
しております。当該定時株主総会終結時点の監査役員数は３名です。

４．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
ａ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

　当社は、2021年12月17日開催の取締役会にて、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議し
ております。

ｂ．決定方針の内容の概要
　当社は、役員の報酬等の額及びその算定方法の決定に関する方針を定めており、その内容は、株主総会の
決議による報酬総額の範囲内で、当社の業績を考慮し決定しております。

ｃ．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定され
た報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿う
ものであると判断しております。

５．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は株主総会にて決議された金額の範囲内で代表取締役会長兼社長の久保和喜に対し報酬の額及び賞
与の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案し各取締役の評価を行う
には代表取締役が適していると判断したためであります。

６．社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等（当社を除く）から受けた役員報酬等の総額
　社外監査役１名が当事業年度中に当社の子会社から役員として受けた報酬等の総額は1,950千円でありま
す。
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地位 氏名 重要な兼職先及び兼職内容 兼職先会社との関係

社 外 取 締 役 西 田 宜 正 株式会社タカキュー　社外取締役 特別の関係はありません。

社 外 監 査 役 前 田 赳 人 ― ―

社 外 監 査 役 大 塚 静 生 アップルオートネットワーク株式会社　監査役 当社の子会社

出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 西 田 宜 正

　当事業年度に開催された取締役会10回すべてに出席いたしました。
　西田宜正氏は経営者としての豊富な経験及び高い見識に基づき、取締役会の場で助
言・提言を行うほか、疑問点を明らかにするために適宜質問し、意見を述べるなど、社
外取締役に期待される役割・責務を十分に発揮しておりました。

監 査 役 前 田 赳 人

　当事業年度に開催された取締役会10回すべてに出席し、監査役会11回中10回出席い
たしました。
　前田赳人氏はトヨタカローラ三重株式会社において取締役としての豊富な経営経験が
あり、経営者的視点に立って高い見識を有しており、当社がコンプライアンスを維持す
る上で高い実績を上げており、当社の事業推進に対して、経営的側面からの助言及び指
摘を行うなど、社外監査役に期待される役割・責務を十分に発揮しておりました。

監 査 役 大 塚 静 生

　当事業年度に開催された取締役会10回すべてに出席し、監査役会11回すべてに出席い
たしました。
　大塚静生氏は金融機関と事業会社の役員として豊富な経験があり、コンプライアンス
を維持する上で高い実績を上げており、当社の事業推進に対して、経営的側面からの助
言及び指摘を行うなど、社外監査役に期待される役割・責務を十分に発揮しておりまし
た。

⑤ 社外役員に関する事項
１．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

２．当事業年度における主な活動状況
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支払額
公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 19,700千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 19,700千円

（３）会計監査人の状況
① 名称　　　　アスカ監査法人

② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区
分しておらず、実質的にも区分できないため、公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額はこれらの合計額で
記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積もりの算定根拠などが適切であるか
どうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査役会は、会計監査人が職務を適切に執行することが困難であると認められる場合には、会計監査人の解
任又は不再任に関する株主総会議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出い
たします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役会は監査役
全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、解任後最初に招集される株主総会において、選定
した監査役が解任の旨及びその理由を報告いたします。

（注）この事業報告に記載の金額及び株式数は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表　2022年12月31日現在 (単位：千円)

科目 金額
資産の部
流動資産 13,421,349

現金及び預金 4,456,642

売掛金 3,830,254

商品及び製品 4,703,722

原材料及び貯蔵品 2,222

前渡金 3,946

その他 824,398

貸倒引当金 △399,837

固定資産 2,535,669

有形固定資産 886,415

建物及び構築物 147,111

機械装置及び運搬具 85,320

工具、器具及び備品 3,509

土地 650,473

無形固定資産 19,447

投資その他の資産 1,629,806

投資有価証券 800,460

長期貸付金 667,402

長期営業債権 528,436

長期滞留債権 477,425

繰延税金資産 90,260

その他 77,507

貸倒引当金 △1,011,686

資産合計 15,957,018
　

科目 金額
負債の部
流動負債 5,379,465
支払手形及び買掛金 109,136
短期借入金 3,310,000
１年内返済予定の長期借入金 1,016,578
未払金 94,628
預り金 190,726
未払法人税等 281,932
契約負債 256,943
その他 119,521

固定負債 2,627,309
長期借入金 2,304,375
役員退職慰労引当金 32,604
退職給付に係る負債 3,769
資産除去債務 52,204
その他 234,356
負債合計 8,006,775

純資産の部
株主資本 7,439,317
資本金 4,323,845
資本剰余金 367,879
利益剰余金 2,947,613
自己株式 △200,021

その他の包括利益累計額 27,507
為替換算調整勘定 27,507

新株予約権 576
非支配株主持分 482,842
純資産合計 7,950,243
負債・純資産合計 15,957,018
　

連結計算書類

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書　2022年１月１日から2022年12月31日まで 　　　(単位：千円)

科目 金額

売上高 29,222,584
売上原価 25,675,215
売上総利益 3,547,369
販売費及び一般管理費 2,088,409
営業利益 1,458,960
営業外収益 286,108
受取利息 4,142
受取保証料 14,836
受取配当金 7
持分法による投資利益 175,523
為替差益 69,823
その他 21,774
営業外費用 43,274
支払利息 35,771
その他 7,502
経常利益 1,701,794
特別損失 9,324
固定資産除却損 2,680
関係会社株式評価損 6,581
その他 62

税金等調整前当期純利益 1,692,470
法人税、住民税及び事業税 306,338
法人税等調整額 △1,486
当期純利益 1,387,618
非支配株主に帰属する当期純利益 56,867
親会社株主に帰属する当期純利益 1,330,750
（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につきましては、法令及び当社定款第15条の定めに基づき、インターネット
上の当社のウェブサイト（http://www.apple-international.com）に掲載しております。
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貸借対照表　2022年12月31日現在 (単位：千円)

科目 金額
資産の部
流動資産 10,915,585
現金及び預金 3,105,993
売掛金 3,674,978
商品及び製品 3,929,524
原材料及び貯蔵品 156
前渡金 2,346
前払費用 6,005
未収入金 11,503
その他 582,644
貸倒引当金 △397,566

固定資産 2,139,602
有形固定資産 816,637
建物 64,415
構築物 24,117
機械及び装置 2,459
車両運搬具 82,777
工具、器具及び備品 294
土地 642,573
無形固定資産 1,312
ソフトウエア 1,312
投資その他の資産 1,321,651
投資有価証券 1,510
関係会社株式 621,776
長期貸付金 568,096
長期営業債権 528,436
長期滞留債権 477,425
差入保証金 8,023
出資金 300
繰延税金資産 15,432
その他 7,072
貸倒引当金 △906,422

資産合計 13,055,187
　

科目 金額
負債の部
流動負債 4,917,849
買掛金 17,221
短期借入金 3,300,000
１年内返済予定の長期借入金 981,313
未払金 17,692
未払費用 24,959
未払法人税等 233,260
契約負債 246,916
預り金 93,014
その他 3,471

固定負債 2,265,407
長期借入金 2,150,330
退職給付引当金 3,769
資産除去債務 10,160
その他 101,147

負債合計 7,183,257
純資産の部
株主資本 5,871,353
資本金 4,323,845
資本剰余金 367,879
資本準備金 367,879

利益剰余金 1,379,649
利益準備金 30,456
その他利益剰余金 1,349,193
繰越利益剰余金 1,349,193

自己株式 △200,021
新株予約権 576
純資産合計 5,871,929
負債・純資産合計 13,055,187
　

計算書類

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損益計算書　2022年１月１日から2022年12月31日まで (単位：千円)

科目 金額

売上高 22,008,207
売上原価 19,877,151
売上総利益 2,131,055
販売費及び一般管理費 1,008,697
営業利益 1,122,358
営業外収益 228,789
受取利息 4,157
受取保証料 14,100
受取配当金 114,920
受取手数料 7,337
受取地代家賃 8,194
為替差益 69,823
助成金収入 4,796
その他 5,460
営業外費用 40,737
支払利息 35,386
その他 5,350
経常利益 1,310,409
特別損失 6,644
関係会社株式評価損 6,581
その他 62
税引前当期純利益 1,303,765
法人税、住民税及び事業税 219,217
法人税等調整額 △12,119
当期純利益 1,096,667
（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
株主資本等変動計算書及び個別注記表についましては、法令及び当社定款第15条の定めに基づき、インターネット上
の当社ウェブサイト（http://www.apple-international.com）に掲載しております。
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ア ス カ 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 伊 藤 昌 久
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 若 尾 典 邦

独立監査人の監査報告書

2023年２月17日
アップルインターナショナル株式会社
取 締 役 会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、アップルインターナショナル株式会社の2022年１月１日から2022
年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アップル
インターナショナル株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全て
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ
とが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
　し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
　入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
　実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
　する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
　継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
　ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
　を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
　や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
　かとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計
　事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
　る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して
　責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る監査報告書

　当監査役会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第28期事業年度に係る連結計算書類（連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告

書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け

るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計算書類について取締役及び使用人

等から報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な

監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた

めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28

日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に

基づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検討いたしました。

２．監査の結果

　会計監査人アスカ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます｡

2023年２月17日

アップルインターナショナル株式会社　監査役会

常勤監査役 稲 垣 幸 夫 ㊞
監 査 役 前 田 赳 人 ㊞
監 査 役 大 塚 静 生 ㊞

　（注）監査役前田赳人及び監査役大塚静生は会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。
以　上

連結計算書類に係る監査役会の監査報告
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ア ス カ 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 伊 藤 昌 久
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 若 尾 典 邦

独立監査人の監査報告書

2023年２月17日
アップルインターナショナル株式会社
取 締 役 会　御中

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アップルインターナショナル株式会社の2022年１月１日か
ら2022年12月31日までの第28期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書
類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容
に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計
算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

計算書類に係る会計監査報告
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ
とが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
　し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
　入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
　施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
　続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
　続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
　と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
　ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
　より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
　とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を
　適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第28期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監
査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取
締役等及び会計監査人から職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門
その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しま
した。
①取締役会とその他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第
３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げている事項）を「監査に関する品質管理基
準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません｡
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報
告の記載内容及び取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人アスカ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年２月17日
アップルインターナショナル株式会社　監査役会

常勤監査役 稲 垣 幸 夫 ㊞
監 査 役 前 田 赳 人 ㊞
監 査 役 大 塚 静 生 ㊞

　
（注）監査役前田赳人及び監査役大塚静生は会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上

監査役会の監査報告

以　上
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会場
　

四日市市文化会館　第３ホール
三重県四日市市安島二丁目５番３号　TEL（059）-354-4501
※開催場所が例年と異なっておりますので、お間違えのないようお願い申し上げます。

交通
　
近鉄四日市駅から徒歩10分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

定時株主総会会場ご案内図

Ｎ

四日市市
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図書館
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古
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線

国道477号至東名阪
四日市I.C

中央通り
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浦
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水道局

アピタ
トナリエ四日市

四日市都
ホテル

四日市市立
博物館

じばさん

※会場へはなるべく公共交通機関をご利用ください。


